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東京電力福島第一原発事故はいまだ収束を
見ないが、その過程から、様々な日本社会の
縮図が見えてきている。そのひとつは閉鎖性
である。日本国政府の閉鎖性、原子力専門家
の閉鎖性、原子力事業者の閉鎖性。「原子力村」
という用語が新聞紙上に登場し、原子力に関
わる人たちの集団そのものに批判の目が向け
られている。
公共性の高いものは社会的に開かれていな

ければならない。これは民主主義の鉄則であ
る。政治については、かろうじて選挙という
形で国民に開かれているものの、選出された
後の国会議員の行動は国民に対して、十分に
開かれているのかどうか、議論の余地が大い
にある。しかし、それ以上に今回の原発事故
で重要なのは、原子力専門家の閉鎖性であり、
事業者である電力会社等の閉鎖性である。
研究者の世界や事業者の世界は、基本的に

は閉鎖的なものであり、そのこと自体を批判
することはできない。原子力学会に入会した
いと希望しても、素人は入会基準を満たせず
門前払いされてしまうし、電力会社に至って
は民間企業であるため一般国民は企業のいか
なる決定にも関与する権限を持たない。
しかし、原子力関係の専門家の判断や電力

会社の決定は、日本の原子力政策において決
定的に重要である。今回の原発事故は想定外
の津波が原因とされるが、そのような大きな
津波を想定外と決定したのは原子力関係者に
ほかならず、その決定については、誰も責任
をとることのできない仕組みになっている。

これは、原子力発電のリスクをどこまで許
容するのかという、社会的な問題に対する判
断である。リスクを受けるのは、電力会社や
原子力関係者だけでなく、地域住民、日本国
民、そして世界中の人間であり、これらすべ
ての人々に関係するリスクの許容度について
の判断を、一事業者や専門家に任せることは
できないはずである。
電力会社は、過去の不祥事の結果、顧問

会などを設けて、外部の意見を聞くように努
力しており、政府機関も積極的に原子力の広
報・教育に努めていた。しかし、それは一般
的な懇談や一方向の説明の域を出るものでは
なく、社会におけるリスクの許容度という本
質的な問題を議論する場ではなかった。
原子力発電のリスクがゼロであると言い続

けられない以上、どの程度のリスクなら受け
入れられるのか、という問題を、社会的に議
論しないと、次のステップには入れないはず
である。これは一事業者だけの責任ではなく、
政府機関、地域住民、企業、専門家等が様々な
側面から時間をかけて議論しなければならな
い。これが社会を開くということであり、公
共性の高い事業者の立場から見れば、最も重
要な社会的責任である。
しかし、現在の日本の動向を見ていると、

あいかわらず十分な議論もなく、原子力やエ
ネルギーに関する主張や決定がなされている
ようである。これをいかに社会的に開かれた
場で議論し、政策に反映させることができる
かが、今後の最も重要な社会的課題である。
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